



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































30　최성경『民法改正案을 契機로 한 保証人制度의 研究』（2013年）192頁。
たらす可能性がある。
（3）情報提供義務違反の効果
　前述のⅡ．４．で説明したように、情報提
供義務違反の効果と通知義務違反の効果は区
別されず、第436条の２第４項の規定により、
保証債務を減免する効果が発生する。その要
件として、①通知義務違反、②保証人に損害
が発生すること、③通知義務違反と損害との
間の因果関係が必要である点も同じである。
　そのほか、保証契約の解除・解約権は明示
的に認められていない。この点に関して、解
除・解約権を認める明文の規定がなくても、
要件を具備すれば、それによって契約の解除
や解約が可能であるとする見解、情報提供義
務は特別の規定として認められており、その
規定に定められた効果だけが認められるから、
解除・解約権は排除されるという見解、解釈
論として解除・解約権を認める一方で、通知
義務の違反については解除・解約権を否定し、
保証債務の軽減だけ認めようとする折衷的な
見解などが提示されている。
　それ以外に、債権者が知っている情報を提
供しなかった場合を不作為による欺罔と評価
すると、詐欺による意思表示（第110条第１
項）として取り消すことができるかについて
も検討しなければならない。例えば、通知義
務があるにもかかわらず、欺罔の意思でこれ
を知らせなかった場合には、不作為による欺
罔行為となり、これによって契約を締結した
場合にはこれを取り消しうるかが、そのよう
な問題である。同様に、錯誤取消し（第109
条第１項）の要件を満たした場合には、これ
を取り消すことができるのかも問題となる。
例えば、主債務者の信用状態について錯誤に
陥り、保証の意思を持つようになって保証契
約を締結した場合に、錯誤取消しの他の要件
を満たせば、これを取り消すことができるか
どうかが検討されなければならない。
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Ⅳ．結　び
　2015年の民法改正により、保証人に対す
る債権者の配慮義務の内容として、保証契約
締結後の通知義務と締結前の情報提供義務が
民法典に導入された。
　保証人に対する債権者の通知義務について
は、2004年改正案の時から受け入れられる
制度として改正案に盛り込まれていた。しか
し、保証契約の締結前に要求される情報提供
義務は、自己決定による自己責任の原則に違
反するだけではなく、保証制度自体を無力化
しうるものとして、妥当ではないとの批判が
あった。それにもかかわらず、2015年の民
法改正によって、情報提供義務も民法に導入
された。ただし、情報提供義務を一般規定化
することに対する批判を考慮して、その要件
は制限されている。
　通知義務や情報提供義務の対象が具体的に
何であるのか、上記の配慮義務の違反と損害
との間に因果関係があるのかについての具体
的な判断は、今後、判例が形成される過程に
おいて確認されるべきものである。
　まず、保証制度の本質に反して通知義務や
情報提供義務が債権者に過度に不利な結果を
もたらすことを防止するためには、その要件
について合理的な縮小解釈を行うことが必要
である。例えば、保証人が保証専門会社であ
り債権者が個人である場合に、保証人が主債
務者の信用情報を故意または重大な過失に
よって取得しなかったか、または取得できな
かったケースにも、上記の配慮義務違反に基
づく不利益を債権者に課すことができるかに
ついては、より深く検討することが必要であ
る。
　反対に、本条の適用範囲を拡大する必要性
のある場合もある。例えば、債権者が金融機
関である場合において、本条の適用を避ける
ために（連帯）保証人の信用状態ついてのみ
詳しく調査し、主債務者の信用状態について
はあえて調査しなかったために情報がないと
いうことが生じうる。これは、信用取引では
容認できない態度であるにもかかわらず、第
436条の２を適用することができなくなる。
立法による補完が必要な部分として検討する
ことが必要である。
　要するに、第436条の２のように、一般規
定の形で通知義務と情報提供義務を構成する
立法方法が妥当であるかについては、立法論
的かつ解釈論的に深く検討する必要がある。
保証自体がかなり多様な形で、また多様な目
的のために行われているにもかかわらず、す
べての保証に同様に適用される通知義務と情
報提供義務を設けることができるかについて
は、疑問がある。これらの点から、保証契約
の当事者の情報取得上の地位、好意保証であ
るか否か、単純保証ではなく、根保証、連帯
保証の場合にはどのように拡大され、または
縮小されるかについて、今後の判例とそれに
伴う議論の行方が注目される。
